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申請書の記載要領及び記載例 

（物品製造・購入・委託業務等） 
 

１（１）．申請書（様式１－１） 

（１）「受付番号」「業者コード」「所在区分」の欄は、記入しないでください。 

（２）日付は提出年月日を記入してください。 

（３）「新規・更新の区分」の欄は、物品製造・購入・委託業務等について、前回の令和７・８年度入札参加

資格登録が真岡市にある場合は「更新」に、ない場合は「新規」にチェックをしてください。 

（４）各記入欄には、頭に空白を入れずに入力してください。 

 

◆申請者 

（５）申請者は本店とし、代表者印を押印してください。なお、代表者印は入札契約等に使用する印（実印で

なくても可）を押印してください。 

   また、支店等に委任される場合でも、様式１－１には委任先の印ではなく、代表者印を押印してくださ

い。（委任先の印は、委任状（様式２）に押印してください。） 

（６）「商号又は名称」の欄の法人の種類を表す文字については、次表の略号を用いて記入してください。 

また、「フリガナ」においては、法人の種類を表す文字については記入せず、会社名の「フリガナ」の

み記入してください。 

法人の種類 略号 法人の種類 略号 法人の種類 略号 

株式会社 （株） 協同組合 （協同） 一般財団法人 （一財） 

有限会社 （有） 協業組合 （業） 公益社団法人 （公社） 

合資会社 （資） 企業組合 （企） 一般社団法人 （一社） 

合名会社 （名） 公益財団法人 （公財） 医療法人 （医） 

合同会社 （同） 
特定非営利 

活動法人 
（特非）   

例）×：株式
カブシキ

会社
ガイシャ

 真岡
モ オ カ

サービス
サ ー ビ ス

 

     ○：(株)真岡
モ オ カ

サービス
サ ー ビ ス

 

 

◆主たる営業所 

（７）「郵便番号」の欄は、本店所在地の郵便番号（７ケタ）を記入してください。 

（８）「住所又は所在地」の欄は、本店が実際にある住所を都道府県名から記入し、丁目、地番は「－（ハイ

フン）により省略して記入してください。 

（９）「登記簿上の所在地」の欄は、「住所又は所在地」の住所と登記簿上の住所が違うときのみ記入してく

ださい。 

（10）「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」については、市外局番、番号の間を「－（ハイフン）」で区切って記

入してください。 

（11）「電話番号」、「ＦＡＸ番号」及び「メールアドレス」については、実際に連絡してほしい連絡先を記

入してください。記入された連絡先は、入札や見積依頼等の連絡時に利用しますので、担当者の個人ア

ドレスではなく、担当部署や会社の連絡先を記入していただくことを推奨します。 

 

◆委任を受けた営業所等 

（12）真岡市との契約締結権等にかかる権限を委任される場合にのみ、その営業所等について記入してくださ
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い。 記入については、主たる営業所の記載方法と同様です。 

（13）委任を受けられるのは「契約」できる営業所等及び代理人であることが必要です。 

（契約書、請求書等提出書類には委任を受けた営業所等名及び代理人の記名押印をすることとなります。） 

（14）委任状に記載した内容と必ず一致させてください。 

（15）「電話番号」、「ＦＡＸ番号」及び「メールアドレス」については、実際に連絡してほしい連絡先を記

入してください。記入された連絡先は、入札や見積依頼等の連絡時に利用しますので、担当者の個人アド

レスではなく、担当部署や会社の連絡先を記入していただくことを推奨します。 

 

◆申請内容の問合せ先 

（16）申請内容に不明な点等があった場合に問い合わせをしますので、申請書を作成した担当者の所属部署・

氏名・連絡先を必ず記入してください。 

 

◆その他 

・今回の定期申請後に登録内容の変更（代表者変更、受任者変更等）があった場合は入札参加資格が有効に

なる令和９年４月１日以降に、変更届の手続を行ってください。 

・市が書類を受理したとの確認のため、返信を求めるための書類（返信用のハガキ等）が同封されましても

返送いたしませんので御了承ください。 

 

１（２）．申請書（様式１－２） 

◆財務関係その他 

（１）「資本金」及び「自己資本額」の欄は、法人の場合のみ、貸借対照表の数字を記入してください（千円

未満切り捨て）。 

（２）｢流動資産｣及び「流動負債」の欄は、法人は直前の１営業年度前の貸借対照表から、流動資産・流動負

債を記入してください。個人は直前１年間の所得税青色申告決算書の貸借対照表（資産負債額調）から、

次のように算出してください。 

    個人の流動資産 ＝  （「現金」から「貸付金」までを加算する。） 

＋（その他で流動資産にあたる項目を加算する） 

              －（「貸倒引当金」） 

    個人の流動負債 ＝  （「支払手形」から「預り金」までを加算する。） 

              ＋（その他で流動負債にあたる項目を加算する） 

（３）「流動比率」の欄は、「流動資産／流動負債×１００」の計算結果の小数点第２位まで算出（小数点第

３位を四捨五入）してパーセントで記入してください。 

（４）「営業年数」の欄は、申請日までの営業年数を記入してください。 

（５）「総従業員数」の欄は、法人にあっては直接に常時雇用している従業員及び常勤役員の数を、個人にあ

っては事業主を含む直接に常時雇用している従業員の数（申請日現在）を記入してください。 

 

◆入札参加を希望する業種情報 

（６）「決算日」の欄は、直前の営業（決算）年度の末日を記入してください。（財務諸表と整合するもの） 

（７）本市の入札に参加を希望する業種を別紙「業種区分表」から選択し、大分類（記号・種目）及び小分類

（番号・品目等）を記入してください。 

   なお、配水管洗浄業務、配水池清掃業務、管渠清掃業務、市道清掃業務については測量・建設コンサル

タント等業務の有資格者から業者を選定しますので、こちらでの希望は不要です。 



3 

 

（８）希望できる業種数の上限は、業種区分表の小分類で１０業種までとします。入札を希望しない業種の登

録はしないでください。 

（９）大分類の「その他物品」及び「その他業務」のうち、小分類の「その他」を希望する場合は、その業種

内容を具体的に記入してください。記入された内容は、選定時に参照されることがあります。 

（10）物品製造・購入での希望は、その修繕業務についても希望することとみなしますので、委託業務として

別コードで希望する必要はありません。 

 

◆希望業種に関する許認可・登録等 

（11）希望する業種において、法令に基づく営業に関する許可、登録、認可及び届出等を必要とする場合には、

その名称及び許可年月日を記入してください。 

 

２．委任状（様式２） 

（１）真岡市外に本店のある事業者が、入札及び契約の締結等に関する権限を、資格の有効期間を通じて委任

する場合にのみ提出してください。 

（２）受任者印は、入札契約等に使用する印を押印してください。 

（３）日付は、申請書の日付と一致させてください。 

（４）代表者印は、様式１－１に押印した代表者印と同じ印を押印してください。 

 

３．商業登記簿謄本又は身分証明書 

 法人にあっては、法人登記した法務局で発行する商業登記簿謄本（履歴事項証明書または現在事項証明書）、

個人にあっては、代表者の本籍地の市区役所・町村役場で発行する身分証明書を提出してください。 

 （写し可。ただし、申請日までの３カ月以内に発行されたもの） 

 

４．誓約書（暴力団排除）（様式３） 

 住所又は所在地、商号又は名称、代表者職・氏名を記入し、様式１－１に押印した代表者印と同じ印を押印

して提出してください。 

 

５．国税の納税証明書 

法人にあっては、税務署で発行する「法人税」と「消費税及び地方消費税」に未納の税額がないことの証明

（その３の３）、個人にあっては、税務署で発行する「申告所得税」と「消費税及び地方消費税」に未納の税

額がないことの証明（その３の２）をそれぞれ提出してください。 

（写し可。ただし、申請日までの３カ月以内に発行されたもの） 
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６．真岡市税等を完納していることの証明書 

 真岡市税の納税義務者である方は、次表の事業形態の区分により必要となる真岡市税等を完納していること

の証明書を提出してください。  

事業形態の区分 必要となる証明書 

真岡市内に本店がある方 

法人 なし（職員による滞納状況の照会） 

個人 なし（職員による滞納状況の照会） 

上記以外の方 

法人 あり 法人分（真岡市内に営業所等の事業所がある場合） 

個人 
あり 代表者個人分 

（代表者が真岡市に資産等を持ち、納税義務者である場合） 

（写し可。ただし、申請日までの３カ月以内に発行されたもの） 

 証明書交付申請方法については、市ホームページ上の「税務証明について」を参照してください。 

 

７．財務諸表 

（１）直前１営業年度の貸借対照表を提出してください。（様式１－２の決算日と整合するもの） 

（２）財務諸表がない場合、申請することはできません。 

 

８．様式１－１、１－２の写し 

入札参加資格審査申請書「様式１－１」及び「様式１－２」の正本（押印済みのもの）をコピーし、左上を

ホチキス留めして提出してください。（正本と写しが違う状態で提出される方がいらっしゃいますのでご注意

ください。） 

 

９．返信用封筒（１通） 

（１）受付票を送付しますので、郵便番号、住所、業者名及び担当者名を記入し、必ず１１０円切手を添付し

て封筒を提出してください。金額に不足がある場合は受取人払いとして返信します。 

（２）封筒の大きさは長形３号又は長形４０号程度とします。 

 

１０．書類確認票 

（１）確認票の上下部分に申請者の住所、商号、代表者名を記入の上、提出書類に不足等がないかどうかを申

請者確認欄にチェックして提出してください。 

（２）「※申請業種」の欄には、申請を希望する業種の大分類記号と小分類番号を記載してください。希望し

た業種のうち、登録が認められなかった業種については、二重線で削除して受付票を返送します。 

（３） 半券については、受付日から１～２か月程度で返送します。 
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１１．クリアホルダー 

（１）型の指定について 

クリアホルダーは，次の型をご用意願います。 

なお、次のメーカー以外の同等品（同サイズ程度、見出し付き、透明）も認めるものとします。 

メーカー 名  称 品  番 サイズ 

ライオン事務機 ＰＰクリアーホルダー ＣＦ－３３ Ａ４（307×235） 

キングジム フラップホルダー ７７５（乳白） Ａ４（310×239） 

リヒトラブ ｸﾘﾔｰﾎﾙﾀﾞｰ〈見出し付〉 Ｆ－３４３０ Ａ４（310×235） 

 

（２）記載について 

【記載例】 

 

㈱ ○○○ 

書類 
１～１０ 

 

クリアホルダー 

＊インデックス部分左側に横書

きで商号又は名称を記入してく

ださい。 
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記載例 



7 

 

 



8 

 



9 

 

 



10 

 

 


